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コラボレーティブ CRMの背景と概念 
 
専修大学 商学部教授 中 村   博 
 
1 AIDMAから ISMへ、ISMからカテゴリー・マネジメントへ 
 
1.1 AIDMA理論の限界 
 AIDMA とは、Attention（注意）、Interest（関心）、Desire（欲求）、Memory（記憶）、
Action（行動）の略で、消費者の購買行動モデルである。この AIDMAモデルは、消費者の
購買行動を分かりやすく、認知段階、情動段階、購買行動段階に分け、企業がマス・マーケ
ティングを行うための基本モデルである。すなわち、テレビ広告などによってブランドの認
知を高め、買う欲求を起こさせ、店舗に来店してもらい指名買いをしてもらうという理論で
ある。 
しかし、今日のマーケティングでは AIDMA理論によってブランドの指名買いを発生させ
ることが次第に難しくなってきた。まず、コトラーによる「テレビをつけているのと、見て
いるのは違う」、というように今日ではリモコンが普及し、テレビ・コマーシャルは容易にス
キップされる。そもそも、テレビを見ている時間は女性の就業率の増加やインターネットの
普及によって減少している。また、HDDレコーダーの所有者の過半数はテレビ・コマーシャ
ルをスキップするという報告もされている。 
米国におけるペプシコ社は、2005 年 3 月のペプシ・ワン・ダイエットコーラの再発売に
際し、従来のテレビを中心としたキャンペーンではなく、イベントやインターネットなどを
使ったキャンペーンを展開する新しいツールによるマーケティングを展開し、マス広告によ
るキャンペーンを一切行っていない。このように、テレビ・コマーシャルの効果は従来ほど
ないのではないかといった疑問が報告されている。 
 
1.2 ISM（インストア・マーチャンダイジング）へのシフト 
さて、AIDMA 理論の限界が見え、そのかわりに台頭してきたのが、ISM（インストア・
マーチャンダイジング）である。今日の消費者は店舗に来店する前に購買しようとするブラ
ンドをあらかじめ決め、店内で指名買いを行うというような計画購買は少ない。図表 1 は、
1980 年からスーパーマーケットの計画購買おより非計画購買の比率を調査したデータであ
るが、来店する前にあらかじめ購買するブランドを決定しているブランドレベルの計画購買
および商品カテゴリーの計画購買の和である計画購買の比率は 16％～30％である。残りは、
購買するブランドやカテゴリーを店内で意思決定する、いわゆる非計画購買率で 70％～84％
に達する。非計画購買は店内で衝動的に購買する商品を決定するわけであるが、その内訳は
在庫やマス広告を想起して購買する想起購買、関連する商品が同時に陳列されていたので購
買する関連購買、特売やデモンストレーション販売によって思わず購買する条件購買、そし
て、新製品などが目に付いたので衝動的に購買する衝動購買がある。 
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図表 1 非計画購買調査の推移 
 非計画購入 ｶﾃｺﾞﾘｰ･ﾚﾍﾞﾙ ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ・ﾚﾍﾞﾙ 代替購入 
1980年流研大槻調査 71.6% 14.5% 13.0% 0.9% 
1981年流研･スピン HYKスタディ 80.2% 15.9% 3.5% 0.4% 
1981年 FMR調査 83.0% 9.0% 7.0% 1.0% 
1983年流通ノウハウ研究開発機構 76.1% 10.8% 11.0% 2.1% 
1984年 YHK調査 77.3% 12.7% 3.2% 6.8% 
1992年 MID 70.8% 25.0% 3.0% 1.2% 
1993年 POP協会 SM 76.1% 13.7% 8.4% 1.8% 
1996年 MID 72.6% 25.6% 1.6% 0.2% 
注）HYK：H=ハウス食品、Y=雪印乳業、K=花王 
注）流通ノウハウ研究機構、MID：(財)流通経済研究所が主催する POS データ・プロジェ
クト 
 
ISMは、この非計画購買に焦点をあて、店内で多くの非計画購買を発生させ、客単価を高
めようとする手法である。小売業のメリットは非計画購買を増加させることで客単価が増加
し、売り場全体の生産性を増加することができる。一方は、メーカーは店内で自ブランドの
露出や刺激を増加させることによって非計画購買が発生し、その結果インストア・シェアを
増加させることが可能となる。 
ISMは非計画購買を増加させるために、スペース・マネジメントとインストア・プロモー
ションが実施手段となる。スペース・マネジメントとは商品の陳列に関するもので、店内の
フロアレイアウト、定番棚割り、関連陳列を最適に行う問題である。また、インストア・プ
ロモーションは価格プロモーションと非価格プロモーションがあり、価格プロモーションに
は特売、大量陳列、チラシ特売、バンドル販売などがある。また、非価格プロモーションに
は、デモンストレーション販売、サンプリング、景品などがある。 
 
1.3 ISMからカテゴリー・マネジメント 
カテゴリー・マネジメントとは、「小売業とメーカーがカテゴリーを戦略的事業単位として
管理し、消費者価値の提供に焦点をあてることによって、売上や利益の向上を促進するプロ
セスである。」であり、1995年に Brian Harris氏によって提案された概念であり、ISMを
戦略的に進化させた概念である。 
それは、図表 2にあるように、まず、カテゴリーを定義し（どの商品カテゴリーを戦略的
事業単位とするか）、カテゴリーの役割を確認する。カテゴリーの役割とは、来店促進カテゴ
リー、客単価増加カテゴリー、利益増加カテゴリーなどのように各カテゴリーに役割を与え
ることである。そして、取引先小売業における当該カテゴリーの現状分析を行い評価をし、
その結果から目標値を記載したスコアカードを作成する。そして、品揃え、プロモーション、
ロジスティックス、新商品導入のプログラムを作成し、実行する。そして、その結果を POS
データによって、レビューするのである。 
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米国で誕生したカテゴリー・マネジメントは、POSデータによって分析を行い、多くの帳
票（テンプレート）を必要とした（US8 ステップ）。ヨーロッパでは、その短所をおぎなう
べく、帳票の数を 50枚に減らし、活用しようとした（EC8ステップ）。それでもまだ分析の
大変さから、今日では帳票を 27枚に減らして実用性をあげている（D2D型）。この D2D型
が日本でも採用されている。 
 
図表 2 カテゴリーマネジメントのプロセス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2 メーカーと小売業のコラボレーションの非効率化 
 
さて、ここでこれまでの小売業とメーカーのコラボレーションの結果についてレビューし
てみよう。従来、最寄品のメーカーのマーケティングは、テレビ広告などにより自社ブラン
ドを消費者に認知させ、店舗に来店してもらい、認知した自社ブランドを指名買いをしても
らうというものであった。しかし、約 25 年前に消費者のブランド選択は店舗に来店する前
ではなくて、店頭で決定されるということがわかった。つまり、最寄品では店内における購
買意思決定率が高く、例えばスーパーマーケットでは 76％に達することが明らかになった
（青木, 田島, 1989）。その内訳は「純粋な衝動購買」が 15％、「特売などによる条件購買」
が 27％、「関連購買」が 6％、「広告などの想起購買」が 28％であった。それ以来、各メー
カーは店頭を重視しはじめ、小売業の店頭販売促進に多くの予算を投入するようになったの
である。そして、多くのメーカーが小売業の特売プログラム、販売促進売場での陳列、チラ
シへの協賛等の価格プロモーションに流通販売促進費を投資してきた。 
図表 3は最近 10年間の主要食品・日用雑貨メーカー27社の売上高（10億円）と流通販売
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促進費比率の推移を示したものである。1994年の流通販促費比率は 9.7％であったが、2003
年には 12.9％まで上昇している。一方、売上高の推移をみてみると、販売促進費が増加して
いるにもかかわらず売上高は増加せず、横ばいあるいは低下傾向である。つまり、流通販売
促進費の効率が低下してきているのである。この結果、多くの商品が特売で購買されるよう
になってきており、もはや通常価格では購買されなくなってきている。その結果、価格が次
第に低下しブランドが価格でしか購買されなくなりコモディティ化してきているのである。 
 
図表 3 主要食品・日用雑貨メーカー27社の売上高と流通販売促進費比率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料）加藤弘貴（2004）“CPFRの推進における展開”、流通情報、No.423. 
 
図表 4は一例であるが GMSにおける特売比率の高いカテゴリーを加工食品および日用雑
貨についてみたものである。インスタントコーヒーは 82％が特売で販売され、平均値引き率
は 25％である。インスタント袋麺は平均値引率が平均 27％で 74％が特売で販売されている。
日用雑貨についても柔軟剤やティッシュペーパーは約 80％が特売で販売されているのであ
る。このように多くのカテゴリーが特売で購買されている。 
消費者は、特売で購買した場合、約 70％の消費者がその価格を覚えている。価格が記憶さ
れるとその価格は内的参照価格となり次回購買の際の割安割高感の目安となり、購買した特
売価格より価格が高いと割高に感じ、購買されなくなるのである。したがって、売上を確保
しようとするとさらに値引きをしなければいけなくなる。この結果、価格が低下し値崩れが
発生するのである。その結果、ブランドが価格でしか購買されず、ブランドの価値が損なわ
れていくのである。 
このように、インストア・マーチャンダイジングやカテゴリー・マネジメントによるメー
カーと小売業のコラボレーションは必ずしも効率的ではない。メーカーにとっては小売業へ
の販売促進費が増加する一方で、ブランドが特売でしが購買されず価格が低下し、ブランド
主要食品・日雑メーカー２７社の売上高（１０億円）と販促費率（％）の推移
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の価値が低下することになっているのである。当然、このような状況を打開する新たなコラ
ボレーションが必要とされているわけである。そのコラボレーションの方法がコラボレー
ティブ CRMというものである。それは、小売業の顧客データを利用しながら、小売業の優
良顧客を囲い込むと同時にメーカーのブランド構築を達成しようとするものである。その考
え方について説明を加えていくが、まず、小売業が自店の優良顧客を維持する必要性と小売
マーケティングの戦略の方向性について論じる。次に、小売業の優良顧客の維持のためにメー
カーがコラボレーションすることは、メーカーにとってメリットがあることを指摘する。 
 
図表 4 GMSにおける特売比率の上位カテゴリーと値引き率 
＜加工食品＞  ＜日用雑貨＞ 
カテゴリー（JICFS) 特売比率(%) 平均値引率(%)  カテゴリー（JICFS) 特売比率(%) 平均値引率(%) 
インスタントコーヒー 82.48 25.45  柔軟剤 81.96 22.95 
インスタント袋麺 74.72 27.26  ティッシュペーパー 79.76 20.07 
冷凍ピザ・グラタン類 73.74 28.76  子供用紙オムツ 77.20 17.25 
サラダ油・天ぷら油 73.57 27.56  台所用洗剤 74.18 20.09 
インスタントカレー 72.70 20.87  防虫剤 70.73 16.63 
レギュラーコーヒー 71.95 16.56  トイレットペーパー 67.60 14.98 
マヨネーズ 71.07 20.11  歯ブラシ 63.34 15.91 
風味調味料 70.54 27.74  漂白剤 61.64 22.60 
インスタントシチュー 70.41 16.97  ボディシャンプー 60.29 18.59 
シリアル類 70.24 12.74  シャンプー 58.01 13.63 
カップ麺 68.90 17.54  歯磨き 56.38 12.93 
冷凍調理 68.80 29.01  ヘアーリンス 54.47 14.94 
ケチャップ 66.71 18.59     
中国茶ドリンク 66.24 13.92     
ヨーグルト 65.74 14.51     
みりん 65.50 11.72     
スポーツドリンク 64.97 10.83     
野菜ジュース 64.71 10.38     
日本茶・麦茶ドリンク 63.75 10.32     
マーガリン・ 
ファットスプレッド類 
62.44 15.56     
牛乳 61.85 8.24     
果汁１００％飲料 61.45 12.12     
コーラ 61.34 9.59     
コーヒードリンク 61.03 17.47     
資料）流通経済研究所（2005）、カテゴリーファクツブック－GMSデータ 
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3 小売業のマーケティング戦略の方向性 
 
3.1 小売業の顧客構造は 30/80/10の原則 
企業の顧客の 20％が企業の売上の 80％を占める、いわゆる、20／80の法則がある。小売
業については、およそ上位 30％の顧客で売上金額および粗利益額の 70％～80％を占め、下
位 10％の顧客で利益を減少させる。中でも、上位 10%の顧客で売上金額の 40%、粗利益の
45%程度を占め、上位 10％の顧客は最優良顧客ということになる。また、これらの優良顧客
の客単価は高く、また、来店頻度は多い。そして、特売に対する反応度も低く、したがって、
多くの利益を提供してくれる。 
図表 5は、スーパーマーケットの顧客を購買金額の上位の順位に並べてその実績を調べた
ものである。上位 10％（階層 1）の顧客は店舗の売上金額の 39.9％を占め、粗利益の 44.4％
を占めている。また、月間の来店頻度の平均は 15.7回（1週間に 4回程度来店）であり、客
単価の平均は 2,830円である。さらに顧客 1人当りの粗利益率は 17.8％であり、特売で購買
する特売比率は 43.48％である。 
一方、下位 10％（階層 10）の顧客は、店舗の売上金額の 0.6％を占め、粗利益の 0.4％を
占めている。また、月間の来店頻度の平均は 1.2回であり、客単価の平均は 572円で階層 1
の 1／5である。さらに顧客 1人当りの粗利益率は 10.5％であり、特売で購買する特売比率
は 48.7％であり、階層 1とは大きな隔たりがある。 
 
図表 5 顧客の特性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このように、小売業の顧客には階層 1 の優良顧客が存在する一方で、階層 10 の小売業の
業績にあまり貢献していない顧客がいるのである。したがって、小売業は商圏のすべての顧
客に平等にマーケティング資源を提供する（例えば低価格のロスリーダー商品をおとり商品
としてチラシに掲載し、集客する方法）より、これら上位の優良顧客により多くのマーケティ
ング資源を提供するほうが効率的および効果的なマーケティングを展開することができると
考えられる。ロスリーダー商品を目的に来店する顧客はロスリーダー商品のみを購入し、そ
れ以外の商品を購入しないことが多く、したがって、これらの顧客の客単価は低くなり、店
店舗＝FチェーンY店, 期間；１９９８年１０月２６日～１１月２５日
累積構成比 購買頻度 購買金額 客単価 粗利益率 特売比率
階層 人数 取引回数 数量 金額 粗利益 （回／月） （円／月） （円／回） （率／客） （率／客）
1 420 30.33% 38.58% 39.90% 44.44% 15.7 44,338 2,830 17.81% 43.48%
2 419 49.90% 58.34% 59.66% 63.78% 10.1 22,017 2,173 15.65% 46.63%
3 420 62.77% 70.90% 72.34% 76.21% 6.7 14,089 2,118 15.67% 46.60%
4 419 72.57% 79.92% 81.22% 84.00% 5.1 9,890 1,949 14.03% 47.40%
5 420 80.91% 86.79% 87.76% 89.74% 4.3 7,265 1,686 14.05% 46.99%
6 419 86.84% 91.58% 92.47% 93.95% 3.1 5,252 1,711 14.28% 48.34%
7 420 91.45% 95.17% 95.77% 96.66% 2.4 3,668 1,541 13.12% 47.03%
8 419 95.03% 97.62% 98.00% 98.39% 1.9 2,483 1,341 12.43% 48.58%
9 420 97.76% 99.25% 99.41% 99.61% 1.4 1,558 1,103 13.86% 45.24%
10 419 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 1.2 663 572 10.51% 48.70%
合計 4195 - - - - 5.2 11,126 2,151 15.99% 45.59%
注１）購買頻度＝月当りの顧客平均来店頻度。ただし、１日に複数来店しても１回とみなす
注２）購買金額＝月当りの顧客平均購買金額
注３）粗利益率＝顧客平均の粗利益率
注４）特売比率＝顧客平均の特売比率
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舗の貢献度は低い。 
 
3.2 優良顧客重視のマーケティング戦略への転換 
以上のように、小売業の顧客には商圏に存在する見込み客、新規に店舗を利用する新規ト
ライアル顧客、他の店舗も利用しながら自店を利用する買い回り顧客、自店をいつも利用し
てくれる優良顧客、かつて顧客であったが何らかの理由で離脱してしまった離脱顧客が存在
する。したがって、小売業の戦略としては新規の顧客を獲得する「新規顧客獲得戦略」、買い
回り顧客を優良顧客にする顧客の「ランクアップ戦略」、離脱した顧客を再び自店の顧客とす
る「顧客回復戦略」現在の優良顧客が離脱しないように維持する「優良顧客維持戦略」が必
要となる（図表 6参照）。 
30/80/10の原則とマーケティング資源の効率化を考慮すると、小売業は新規顧客の獲得よ
り既存顧客の維持にマーケティング資源を投入した方がよい。中でも「優良顧客の維持戦略」
および「顧客のランクアップ戦略」が必要である。つまり、小売業は優良顧客や買いまわり
顧客との CRMの構築が必要なのである。 
 
図表 6 小売業の戦略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 メーカーと小売業の利害は一致するか？ 
 
さて、このような小売業の顧客維持戦略にメーカーはどのように対応していくべきであろ
うか？ 小売業の CRM は自社優良顧客の維持育成である。そのためには、小売業が提供す
る商品カテゴリーのうち多くのカテゴリーを、頻度高く、なるべくなら高い価格で購買して
くれる顧客を維持育成することである。 
一方、メーカーの関心は、自ブランドに対する顧客価値を高めることである。そうするこ
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とがブランドの売上やマーケット・シェアの拡大につながる。両者の利害はどこで一致する
のだろうか？  
 
4.1 店舗の優良顧客と店舗カテゴリーのユーザーの関係 
小売業の CRM は自社優良顧客の維持育成である。そのためには、小売業が提供する商品
カテゴリーのうち多くのカテゴリーを、頻度高く、なるべくなら高い価格で購買してくれる
顧客を維持育成することである。 
ここで、小売業の優良顧客がどの程度商品カテゴリーを購買しているか確認をしてみよう。
図表 7 は小売業の優良顧客である上位 10％の顧客が商品カテゴリーに占める購買金額の構
成比および上位 30％の顧客が商品カテゴリーに占める購買金額の構成比をみたものである。
例えば、トマト・野菜ジュースでは上位 10％の顧客がトマト・野菜ジュースの購買金額の
45％、上位 30％で 86％を占めている。他の商品カテゴリーについてもおよそ同様の結果で、
上位 10％の顧客で 40％～50％強の構成比を占めている。そして、上位 30％の顧客で約 90％
前後の構成比を占めている。したがって、メーカーにとっては小売業の上位 30％の優良顧客
をターゲットにすることによって商品カテゴリーの売上の 90％に到達できることになる。 
同様に、商品カテゴリーの購買者の上位 30％の店舗ヘビー・ユーザー（ここで、店舗ヘ
ビ ・ーユーザーとは、利用している店舗での商品カテゴリーの購買量金額が高い顧客であり、
必ずしも家庭での消費量が多い消費者ではないことに注意）が小売業の優良顧客である割合
は 80％程度に達する。面谷によれば、カップ麺の購買者のうちカップ麺の購買者の上位 30％
の店舗ヘビー・ユーザーが店舗の優良顧客である比率は 80％前後に達する。 
 
図表 7 上位 10％および上位 30％の顧客の商品カテゴリーの売上に占める構成比 
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以上のことから、メーカーは小売業の優良顧客上位 30％をターゲットにすることによって
商品カテゴリーの 80％に達することができるし、また、商品カテゴリーの店舗ヘビー・ユー
ザーをターゲットにすることによって、小売業の優良顧客にアプローチすることになる。こ
れらのことからメーカーと小売業の共通のターゲットは小売業の優良顧客や商品カテゴリー
の店舗ヘビー・ユーザーということになり、お互いのターゲットが一致することになる。 
 
4.2 店舗ヘビーユーザーとブランドのシェア 
 一般にトップ・ブランドほど購買経験率が高く、購買頻度も高い。さらに、インストア・
シェアの高いブランドほど店舗カテゴリーヘビー・ユーザーにおける購買経験率が高くなる
傾向にある。例えば、図表 8にあるのは醤油の購買回数別にトップ・ブランドと下位ブラン
ドの購買経験率をみたものである。図からわかるように、購買回数が増加するにつれ、トッ
プ・ブランドの購買経験率は下位ブランドのそれより多く増加している。とくに、年間 6回
以上購買している顧客におけるトップ・ブランドの購買経験率の増加率は下位ブランドのそ
れより高くなる傾向にあるのである。 
 
図表 8 カテゴリーの購買回数別購買経験率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、商品カテゴリーの店舗における購買回数ごとに消費者のブランドに対する内的参照
価格（買ってもよい価格）を求めると、内的参照価格が高くなる場合がいくつかのブランド
でみられる。特に、リピート購買の際にこのような現象が顕著にみられる。 
したがって、商品カテゴリーの店舗ヘビーユーザーをターゲットにして購買経験率を高め
ていくことがブランドインストア・シェアを高める道となりやすい。また、店舗ヘビーユー
ザーはライト・ユーザーにくらべ高い価格で購買してくれる可能性が高いので、利益も確保
しやすいということになる。 
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以上のことから、店舗の優良顧客は商品カテゴリーの店舗ヘビー・ユーザーであり、店舗
ヘビー・ユーザーをターゲットにしたメーカーの施策は店舗の優良顧客維持育成の施策とな
りえる。また、メーカーは店舗ヘビー・ユーザーをターゲットにした施策を展開し自社ブラ
ンドの購買経験率を高めることによって、自社ブランドのユーザーを増加させ、シェアを増
加させることが可能となる。さらに、店舗ヘビー・ユーザーをターゲットにすることによっ
て、価格を維持しやすくなる。このために利益を増加させることができる。 
5 コラボレーティブ CRMに向けて 
 
前段で述べたように、小売業は FSP（フリークウェント・ショッパーズ・プログラム）と
呼ばれるカード・プログラムを展開し、優良顧客をターゲットとした顧客維持のマーケティ
ングを展開してきている。これまで小売業は POS データを利用しながらマーチャンダイジ
ングの意思決定を行ってきたのだが、FSPによって顧客データ（ID付 POSデータ）を入手
できるようになった。POSではいつ、何が、何個販売されたかが瞬時にわかるようになった
が、ID 付 POS データによって POS データに加え誰が購買したが瞬時にわかるようになっ
てきた。そして、自店の優良顧客が誰で、どこに住んでおり、どのようなデモグラフィック
属性（性別と年齢）なのかを知ることができる。ID付 POSデータによって顧客維持マーケ
ティング、すなわちカスタマー・リレーションシップ・マネジメント（CRM）が可能になっ
てきているのである。 
このような小売業の CRMに対応するために、前述したようにメーカーは「店舗の優良顧
客とカテゴリーの店舗ヘビー・ユーザー」が同一であることを認識し、店舗の優良顧客の維
持に積極的にコラボレーションすべきであろう。そのことがメーカーの実績を向上させると
同時に小売業の顧客維持にも貢献することになるのである。つまり、小売業の CRM に関与
していくことで、自社のブランドの価値を高めていくことにつながることを認識すべきであ
る。店舗優良顧客あるいは商品カテゴリーの店舗ヘビ ・ーユーザーに適切な媒体を通じてリー
チし、ブランドのコミュニケーションをはかっていくことによって小売業およびメーカーは
Win－Winの関係を構築することができるであろう。 
つまり、「コラボレーティブ CRM とは、小売業の優良顧客の育成および維持を小売業と
メーカーが共同で行うことによって、小売業およびブランドのそれぞれの顧客のロイヤル
ティを高める活動」といえる。 
